震災対応案件（新しい公共の場づくりのためのモデル事業）に関するQ&A
Q1. 事業スキームの中で　被災県等において特に緊急を要するなどやむを得ない場合・・とありますが、この被災県等の「等」はどこまで含まれるのでしょうか。また、特に緊急を要するなどやむを得ない場合とは、例えばどんな場合が想定されるでしょうか。
A1. 「等」には被災県以外の全ての都道府県が含まれます。「やむを得ない場合」とは、運営委員会が設置されていなかったり、運営委員会が設置されていても開催までに時間がかかったりすることにより、運営委員会による選定を待っていたのでは事業目的が達成できない場合等が想定されます。ホームページのQ&Aの27を参照してください。
Q2. 採択要件の中で「多様な担い手」の構成メンバー数は概ね５団体以上にとらわれず・・とありますが、最低NPO等、企業、市町村（若しくは都道府県）の３者揃えばよいのでしょうか。
震災対応のために、このモデル事業の趣旨や要件（先進性や上述の多様な担い手）からはずれた緩い基準（例えば、モデル的な取組でなく、どこでもできる取組も可のような）により事業を実施しても良いのでしょうか。
A2. 「多様な担い手」の構成メンバー数ですが、「NPO等、企業、行政を可能な限り含む」としていますので、その３団体がそろえば問題ないと考えます。真にやむを得ない場合には、NPO等と行政のみの２団体でも構わないと考えます。
　　ガイドラインを参考にして、モデル事業の趣旨や要件に沿ったものであれば、できる限り震災対応に使っていただきたいと考えています。
Q3. 震災対応事業とは具体的に何か？被災県以外の県ではどうなるか？たとえば、本県では既に県と社福が県内のNPOやボランティアのニーズを満たすためにバスを出すなどしているが、このような事業は震災対応と認められるのか？
A3. 震災対応案件については、東日本大震災により生じた課題の解決のために実施する事業案件であれば、あらゆるものが対象となります。被災県以外においても、被災地の支援の実施、避難してきた人の生活支援などは、震災対応案件になりえます。県と社福が協働でバスを出すだけであれば、地域の諸課題解決の取り組みとまでは言いづらく、被災地での活動も含めたモデル事業とする必要があると考えます。
Q4. ガイドライン改定以前に行った震災対応支援はどうなるのか？震災対応として認められるのか？
A4. 基本的な概念の整理としては、震災対応に関するモデル事業案件は、その実施時期に関わらず震災対応案件です。なお、事業の採択については、各都道府県の実施スケジュールや判断で進めてください。
Q5. 運営委員会未設置のまま、震災対応支援として行ったものについては、事後報告だけでよいのか？
A5. 運営委員会で選定することが原則です。被災県を念頭にして「緊急を要するなどやむを得ない場合は、事後報告可能」と設定しましたが、他の都道府県であっても、特に緊急性があると判断される場合には、事後報告が可能です。ホームページのQ&Aの27を参照してください。
Q6. ガイドラインの7-5-3のウにおいて、「なお、事業成果が一時的なものとならないように、本事業終了後も本会議体を活用し取組みを継続させる。」ものとされており、今回の改正においてもこの部分は特に変更がない。震災対応は、主にボランティアの募集・派遣、被災物資の輸送、被災者受入などが想定され、継続性の面に懸念が生じるが、こうした被災地への直接支援は支援事業の対象となるのか？
A6. 震災対応案件については、東日本大震災により生じた課題の解決のために実施する事業案件であれば、あらゆるものが対象となります。被災県以外においても、被災地の支援の実施、避難してきた人の生活支援などがあり、復興までの長い期間の支援を必要とし、支援ニーズも、応急対応、仮設住宅からまちづくりなど、本格復興に向けて変化します。本事業は、この１～２年だけでなく、息の長い継続的な支援を期待します。
Q7. 採択要件の地域諸課題の解決(7-5-3･ｱ)及び継続性(7-5-3･ｳ)については、震災対応案件の関係で要件緩和等がされていないので、特に被災地ではない都道府県のモデル事業としては、例えば、
①災地復旧・復興支援のボランティアコーディネート業務
②被災者受け入れに伴うＮＰＯ等の活動事例調査
③都道府県・市町村、社会福祉協議会とＮＰＯ等との活動事例調査
④災者受け入れネットワークづくりに関する業務
⑤ＮＰＯ等による被災者支援活動の課題抽出調査
など、直接支援というよりは、災害時に備えた事業が対象となるのか？
A7. 都道府県が行う東日本大震災への対応であれば、上記もまた、震災対応案件になりえます。都道府県の地元のための災害対応であれば、従来のモデル事業（一般枠等）での実施となります。
　
Q8. Q6・Q7のような疑義があるので、震災対応案件に関するモデル事業のイメージを示していただけないか？
A8. 例えば、①被災地への物資、人材、寄付金の提供、東北産品の販売促進、②北海道に設置した仮設住宅等における被災者支援等が想定されます。地域の創意と工夫により、NPO等による先進的な取組を期待いたします。
